
は日々生み出される。持続可能な社会
構築も重要だが、なにより限界費用が
安いエネルギーを使えるのはワクワク
する。移動の費用やものづくりの消費
エネルギーが安価になるだけでなく、
外国から資源を買う必要が無くなるこ
とで国力強化にもつながる。産業構造
も変わるだろうし、人類が一歩先のス
テージに進める、そうした世界の構築
に貢献したい。

　人材。電力取引は金融取引に近
い面があるが、弊社は金融・コンサル
業界出身者が多く顧客への説明でも詳
細に解説できる。もちろん、電力に詳
しい人間も多数在籍している。
　また、売り手から買い手までを包括
するプラットフォームも独自性があ
る。さらに2017年10月の環境省実証
からＰ２Ｐ取引に取り組んでいる点で
は、業界の先駆者と自負している。

　商用化して１年
以上が経過し、参加企
業30社以上、取引実績
は９万kWで、金額に
して年間40億円程度。
2022年４月には50社
を超える見通し。
　また、これまで各企
業とも試験的な利用と
いった色合いだった
が、アサヒグループ
ホールディングスが関
東・関西地区の19工場
で再エネを利用する際
にＤＧＰを採用いただ

　2008年に東京大学の研究室で
考えられた「電力に属性をつけて売買
する」というコンセプトを事業化した
企業。当時はほぼ大規模集中型電源し
かなかったが、再生可能エネルギー、
分散型電源が普及したことで、コンセ
プトを社会実装する意味が出てきた。
企業としては2017年10月に設立して
いる。
　電力に属性をつけて取引できるプ
ラットフォーム「デジタルグリッドプ
ラットフォーム」(ＤＧＰ)を2020年
２月に提供開始した。これは需要家と
発電事業者が直接、自由に電力取引で
きる日本初の仕組み。ＤＧＰを通じて
属性証明するとともに、東大のＡＩ研
究の権威である松尾豊教授などに協力
いただいて独自開発したＡＩ予測技術
で、自動的に需給調整業務を行う。弊
社はＤＧＰ参加企業から利用料を徴収
する形で収入を得る。
　使い切りの化石燃料と違い、再エネ

いたことで潮目が変わりつつある。今
後、企業数だけでなく取引規模も増加
するのではないか。2050年のカーボ
ンニュートラル宣言もあり、弊社のお
問い合わせフォームには毎日たくさん
の相談をいただく。中には今までご縁
の無かった大手企業もある。
　料金はＤＧＰ上で決定される電源料
金のほか、ＤＧＰ利用料、基本託送料
金、従量託送料金、再エネ賦課金とい
う固定費がすべて開示される。一般的
な基本料金、従量料金の体系では値上
げの際どの部分が上昇したかわかりづ
らいが、ＤＧＰは明示されるため特に
大口の需要家から好評だ。

　電気料金を安くしたいという企
業もいらっしゃるが、やはり再エネを
調達したいという声が多い。中には非
化石証書という既存の価値ではなく、
追加性のある再エネが欲しいという企
業もある。既に京セラ、ソニーがＤＧ
Ｐを活用して実際に動き始めている。



　日本卸電力取引所(JEPX)にも非化石
価値取引市場はあるものの､「非化石
証書の売上で固定価格買取制度(ＦＩ
Ｔ)賦課金を相殺する」という目的も
あるため2021年7月現在では下限価格
が高く設定されており、当該価格が電
気料金の10％程度に相当するため大
口の需要家ほど負担が苦しい。市場の
制度改革で新たに需要家の直接購入が
認められるので、状況が好転する可能
性はあるが、現状では市場取引が好調
とは言えない。既存の制度に捉われな
い市場としてＤＧＰが果たせる役割は
ある。
　発電事業者もＦＩＴからＦＩＰへの
移行を控えており、新制度では需給管
理や売電先の探索などが求められるた
め事業のハードルは格段に高くなる。
私も金融業界出身だが、これまでの
「20年間、発電した分だけ電力会社
に固定価格で売れる」状況とは事業採
算性の見通しが大きく異なるため、
ファイナンスを確保することが困難に
なる。
　高値で買い取る新電力が現れるか
もしれないが、強固な経営基盤が無
ければ、今冬の需給調整市場高騰など
突発的な事態で倒産するリスクがあ
り、長期的な売電先と見るのは困難。
一方、ＤＧＰは需要家との直接取引が
可能で、大企業が多数参加しているの
で、その点は比較的安定した長期売
電先になるのではないか。事業採算
性が見通せればファイナンスも確保
しやすくなる。
　また、非常に技術的な難易度が高い

需給調整業務も、ＤＧＰなら独自開発
したＡＩが自動で行う。

　まず「需要計画｣「調達計画」
を作成する。これは過去の契約状況や
１年分の需要データを元に作成する。
企業活動による需給の変化は、リアル
タイムで調整していく。その後は計画
に基づき、ＤＧＰ内で自動的に電力を
調達できる。電力広域的運営推進機関
(OCCTO)への計画提出まで自動で行え
るシステムにしている。
　電力の購入先は、我々がコンサル
テーションして再エネ比率や価格など
の要望を聞き決定していく。価格につ
いては変動リスクも含めた提案を行
う。卸電力市場高騰で顕在化したが、
最終的にはある程度年間契約で調達
し、変動分などを市場調達してリスク
ヘッジするのが妥当、という形で落ち

着くケースが多い。また、ＤＧＰ内で
も過不足を調整できる仕組みがあるの
で、その点もヘッジになる。

　2020年10月にデジタルグリッ
ドリニューアブルエナジー(DGRE)と
いう部署を立ち上げた。太陽光発電所
のＥＰＣ事業者などからの日々の問い
合わせに向き合い、新設の再生可能エ
ネルギー発電所を導入することが目的
だ｡「どの場所でどのくらいの規模の
再エネ発電所が欲しい」という需要家
の要望に合わせて新規開発ができる。
低圧規模なら数カ月、高圧なら１年程
度で開発可能だろう。

　足元の課題として、需要家と発
電事業者で、価格の目線が合わない
ケースが多い。概ね１kWh当たり３円
程度ほどのずれがあると見ている。た
だ、ＦＩＰ制度に移行されればプレミ
アムが付与されるので、その差は埋ま
るのではないか。
　ＤＧＰについては、需給調整サービ
スを提供できる事業者にも加わって
もらいたい。太陽光が多く発電する
時間は、どうしても市場が値崩れす
るが、蓄電池などで時間をシフトすれ
ば価値をつけられる。需要家、発電事
業者、需給調整事業者の３者がプラッ
トフォーム内で電力をやり取りできれ
ば、利便性は大きく向上する。


